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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第76期
第３四半期
連結累計期間

第77期
第３四半期
連結累計期間

第76期

会計期間
自  平成25年４月１日

至  平成25年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 （百万円） 29,233 37,918 42,803

経常利益 （百万円） 3,229 8,173 5,561

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,574 5,295 4,100

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,078 6,293 4,510

純資産額 （百万円） 5,537 12,409 6,880

総資産額 （百万円） 22,668 35,121 23,977

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 63.69 131.02 101.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.5 35.3 27.7
 

 

回次
第76期
第３四半期
連結会計期間

第77期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 15.75 39.36
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある以下の事項が発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

(1) 特定製品への依存

当社グループは、再生可能エネルギーの固定価格買取制度を背景として急速に需要が拡大している太陽光発電市

場において、住宅用途から産業用途までラインアップを広げたことにより、当社グループの連結業績のうち大きな

割合を太陽光発電用パワーコンディショナが占める状況となっております。このような状況において、当社グルー

プでは売電接続に依存するシステムに留まらず、蓄電ハイブリッドシステムの投入や新製品開発により製品の多様

化を図りながら、グローバル拡販活動を進めております。なお、再生可能エネルギーの固定価格買取制度を始めと

する政府のエネルギー政策全般及び当社グループが生産する太陽光発電関連製品の販売先や電気事業者の動向等に

よっては、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)  業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国では雇用情勢の改善による個人消費の増勢から堅調に推移

しましたが、欧州においては内需の伸び悩みなどから低成長基調が継続し、また、中国においては不動産開発の減

速などから経済成長率は低下傾向で推移しました。国内経済においては、消費税率引き上げに伴う反動の影響によ

り、個人消費に弱さも見られましたが、企業収益や雇用環境において緩やかな回復基調をたどりました。わが国の

太陽光発電市場においては、一部電力会社における系統接続の回答保留に対して、経済産業省から新たな指針が出

されるなどの再生可能エネルギーの固定価格買取制度の見直し作業がはじまりました。

このような経営環境の下、当社グループでは、太陽光発電用パワーコンディショナ事業の「多核化」を推進し、

市場環境の変化に対応してまいりました。具体的には、住宅用途から産業用途までのラインアップの拡充に加え、

より大規模な太陽光発電事業に特化した分散型システムの提供を開始しました。加えて、電力の需給バランスに対

応可能な蓄電池を併用した太陽光とのハイブリッドパワーコンディショナの製品化を進めております。これらの製

品につきましては国内市場向けのみならず、北米市場・アセアンならびに中国地域向けなどグローバル拡販活動を

強力に推進しております。また、全社を挙げた自動化推進による原価低減活動や品質保証体制の充実など不断の工

場改善を進め、国内外研究開発体制の更なる拡充も図っております。

その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、太陽光発電用パワーコンディショナが大幅に増加し、売上高は

37,918百万円（前年同期比29.7％増）、営業利益は7,940百万円（前年同期比152.8％増）、経常利益は8,173百万

円（前年同期比153.1％増）、四半期純利益は5,295百万円（前年同期比105.7％増）となりました。

　

当第３四半期連結累計期間のセグメントごとの業績は次のとおりであります。

①変成器事業

変成器事業は、エアコン用リアクタや高周波トランス等が堅調に推移し、売上高は6,895百万円（前年同期比

4.3％増）、営業利益は868百万円（前年同期比76.2％増）となりました。

②電源機器事業

電源機器事業は、パワーコンディショナが大幅に増加し、売上高は31,022百万円（前年同期比37.1％増）営業

利益は7,219百万円（前年同期比172.7％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は35,121百万円となり、前連結会計年度末に比べて11,144百万円増

加しました。これは主として、売上債権が3,973百万円、現金及び預金が2,807百万円、たな卸資産が2,016百万円、

有形固定資産が1,151百万円それぞれ増加したことによるものであります。

負債は22,712百万円となり、前連結会計年度末に比べて5,614百万円増加しました。これは主として、仕入債務が

2,035百万円、未払法人税等が1,129百万円それぞれ増加したことによるものであります。

純資産は12,409百万円となり、前連結会計年度末に比べて 5,529百万円増加しました。これは主として、四半期

純利益5,295百万円の計上によるものであります。

　

(3)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を下記のとおり定めておりま

す。

　

会社の支配に関する基本方針

(A) 基本方針の内容の概要

当社取締役会は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配することを目的として、対象会社の取締役会の賛同

を得ずに、一方的に大量の株式買付けを行う行為であっても経済適合性に基づき判断し、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権

の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えておりま

す。

しかしながら、株式の大量買付け等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたらすも

の、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大量買付行為の内容や

条件等について十分検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供し

ないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために買付者との交渉を必要とするも

の等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものもあり得ます。

当社取締役会は、当社グループの買収を企図した当社取締役会の賛同を得ない当社株式の大量買付け等の行為

であっても、これに応じるか否かは、最終的には当社株主の皆様において判断されるべきものであると考えてお

りますが、上記のような不適切な大量買付け等を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とし

て適切ではなく、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがあると考えており、この

ような不適切な買収行為が行われる場合には、それに対して相当の対抗措置を発動することも必要と考えており

ます。

　

(B) 基本方針実現に資する特別な取組みの概要

当社は、株主の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を向上させるべく、下記の取組みを実施しております。これらの取組みは、上記(A)の基本方針の実現に資す

るものであると考えております。

①　企業価値向上への取組み

当社は、「お得意先第一主義」、「品質を誇る製品の生産で社会に奉仕する」の経営理念の下、企業目的

を『田淵電機グループの使命は、未来に誇るコアテクノロジーを活かし、地球環境にやさしい「エネルギー

先進企業」として広く社会に貢献することであります』と定め、企業価値ひいては株主共同の利益の向上に

努めております。

そのための特別な取組みとして、2011年度からスタートした「SHIFT THE POWER」を基本戦略とする中期

経営計画「MBP15」を積極的に推進し、パワーエレクトロニクス製品を中心とした新しい事業への経営資源

の重点投入、付加価値の高い産業用機器分野への注力、新興国市場における積極的な拡販活動等、経営の安

定化と企業価値増大を図ってまいりました。その結果、営業利益については、2013年度に、当初の計画より

２年前倒しで達成することができました。
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今後は、創業90周年を迎える2015年度を新たなスタートとして、「Global Power-Solution Company」を

基本戦略とする中期経営計画「MBP20」を推進し、パワーエレクトロニクス市場での国際的な拡大・展開を

推し進めてまいります。そのために、事業領域の明確化、製品開発方針の明確化、経営基盤の強化の3つの

アクションプランを実行してまいります。

②　コーポレート・ガバナンスの強化に対する取組み

当社は、前述の経営方針及び企業価値のもと、株主の皆様をはじめとする、あらゆるステークホルダーの

皆様からの信頼を確保し、企業価値向上を図るため、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を推進してお

ります。

取締役会においては、法令・定款で定められた事項はもとより、経営上重要な事項についての決議や業務

執行の監督を行っております。また、平成26年６月27日開催の第76回定時株主総会終了後より、新たに執行

役員制度を導入し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離することにより、責任と権限の明確

化、意思決定の迅速化を図っております。なお、経営に対する監督機能の強化を図るため、社外取締役（３

名）を選任しております。

監査役監査については、実効性を高めるため、法律に関する相当程度の知見を有する社外監査役、及び財

務・会計に関する相当程度の知見を有する社外監査役をそれぞれ選任しているほか、監査役会と内部監査部

門との連携体制を構築しております。各監査役は、法令及び諸基準に準拠し、監査役会が定めた基本方針に

基づく監査を行うほか、取締役会その他の重要な会議に出席し必要な意見陳述を行っております。

 

(C) 不適切な支配の防止のための取組みの概要

当社は、上記（A）の基本方針を実現するための取組みとして、平成26年６月27日開催の第76回定時株主総会に

おいて当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を更新するこ

とを、株主の皆様にご承認いただきました。

本プランの目的は、当社に対し、株式の買付け等を行う者又は提案する者（以下「買付者等」といいます。）

が現れた場合、不適切な買収でないかどうかを株主の皆様が判断する為に必要な情報や時間を確保し、株主の皆

様の為に買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反す

る買収を抑止する仕組みを導入することであります。

本プランの有効期限は３年間とし、実際の発動は、買付者等が、持株比率20％以上となると認められる株式買

付けを行う場合を対象に、社外者で構成する独立委員会の勧告を受けて、取締役会決議により発動いたします。

新株予約権の無償割当てを行う場合には、全ての株主に持株と同数の新株予約権を割り当てますが、買付者等に

は予約権行使をできない条件を付して、その持株比率を半減させることにより、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を防衛いたします。

 

(D) 不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断及びその理由

本プランは、以下の理由により、上記（A）の基本方針に沿うものであり、当社の株主共同の利益を損なうもの

ではなく、かつ、当社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

①本プランは、株式会社東京証券取引所における適時開示、当社事業報告等の法定開示書類における開示、当社

ホームページ等への掲載等により周知させることにより、当社株式に対する買付けを行う者が遵守すべき手続

きがあること、並びに、買付者等の不適切な買付行為による権利行使は認められないとの行使条件及び買付者

等以外の者から株式と引換えに新株予約権を当社が取得するとの取得条項が付された新株予約権の無償割当て

等を、当社が実施することがあり得ることを事前に警告することをもって、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を損なうと判断される買収から防衛することが図られております。

②買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること等

本プランは、経済産業省・法務省の2005年５月27日付「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための

買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主

意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足し、さらに、企業価値研究会の2008年６月30日付「近時

の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容（買収者に対して金員等の交付を行うべきではない、

取締役は責任と規律ある行動をとる等）に沿うものであります。

　また、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第440条買収防衛策の導入に係る遵守事項（開示の十分

性、透明性、流通市場への影響、株主の権利の尊重）にも合致するものであります。
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③株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式に対する買付け等がなされた際に、当該買付け等に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買

付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上

させるという目的をもって導入されるものであります。

④株主意思を重視するものであること

本プランは、平成26年６月27日開催の第76回定時株主総会において更新が決議されたものであります。ま

た、本プランの有効期間は、平成29年開催予定の第79回定時株主総会終結の時までとなっており、いわゆるサ

ンセット条項付であります。また、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会において、本プランの廃

止又は変更の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い廃止又は変更されることになります。以上

の意味において、本プランの廃止及び変更は、当社株主総会の意思に基づくこととなっております。

⑤独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、本プランの施行・運用にあたり、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために企業価

値ひいては株主共同の利益を客観的に判断し、取締役会に勧告する諮問機関として独立委員会を設置しており

ます。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、社外有識者、当社社外監査役又は当社社外

取締役の中から選任される委員３名以上により構成されております。

また、当社は本プランの運用に際して、適用される法令又は金融商品取引所規則に従い、本プランの各手続

きの進捗状況、又は独立委員会による勧告等の概要、当社取締役会の決議の概要、その他当社取締役会が適切

と考える事項について適時に情報開示を行うこととし、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する範囲

で本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しております。

⑥合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、予め定められた合理的客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

⑦第三者専門家の意見の取得

当社取締役会及び独立委員会は、各々独立した第三者(ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁

護士、コンサルタントその他の専門家を含みます。)の助言を得ることができることにより、判断の公正さ・

客観性がより強く担保された仕組みとなっています。

⑧デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で導入・廃止を決議することから、いわゆるデッドハンド型買収防衛策(取締

役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策)ではありません。

また、当社は、取締役任期を１年とし、毎年の定時株主総会で取締役の全員を選任する制度を採用してお

り、いわゆる期差任期制を採用していないため、本プランはいわゆるスローハンド型（取締役会の構成の交代

を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。

 

(4)  研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は973百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5)  生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、電源機器事業の生産、受注及び販売の実績が著しく増加しております。

これは、太陽光発電用パワーコンディショナが大幅に増加したためであり、電源機器事業の販売高は31,022百万

円（前年同期比37.1％増）、生産高は32,092百万円（前年同期比26.6％増）、受注高は29,976百万円（前年同期比

20.0％増）となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,502,649 40,502,649
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります

計 40,502,649 40,502,649 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 平成26年12月31日 - 40,502,649 - 3,611 - -
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成26年９月30日の株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株)
議決権の数
(個)

内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

－
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式普通株式 84,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 40,402,700 404,027 同上

単元未満株式 普通株式 15,249 － 同上

発行済株式総数  40,502,649 － －

総株主の議決権  － 404,027 －
 

(注)　単元未満株式数には当社所有の自己株式27株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%)

（自己保有株式） 大阪市淀川区宮原三丁目
４番30号

    

田淵電機株式会社 84,700 － 84,700 0.21

計 － 84,700 － 84,700 0.21
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,296 5,104

  受取手形及び売掛金 ※１  9,064 ※１  9,736

  電子記録債権 16 3,318

  商品及び製品 2,128 3,459

  仕掛品 575 556

  原材料及び貯蔵品 2,013 2,718

  その他 927 1,828

  貸倒引当金 △0 △3

  流動資産合計 17,021 26,718

 固定資産   

  有形固定資産   

   機械装置及び運搬具（純額） 2,939 3,466

   その他（純額） 1,923 2,547

   有形固定資産合計 4,862 6,014

  無形固定資産 287 303

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,425 1,706

   その他 375 378

   貸倒引当金 △1 △1

   投資その他の資産合計 1,799 2,083

  固定資産合計 6,950 8,400

 繰延資産 5 2

 資産合計 23,977 35,121
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,041 6,540

  電子記録債務 901 2,439

  短期借入金 1,261 1,420

  1年内返済予定の長期借入金 1,295 1,199

  1年内償還予定の社債 160 110

  リース債務 198 208

  未払法人税等 1,422 2,551

  賞与引当金 258 140

  役員賞与引当金 58 －

  製品保証引当金 390 734

  その他 1,340 2,184

  流動負債合計 13,328 17,529

 固定負債   

  社債 210 180

  長期借入金 1,631 1,852

  リース債務 384 296

  退職給付に係る負債 824 802

  その他 717 2,050

  固定負債合計 3,768 5,182

 負債合計 17,097 22,712

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,611 3,611

  利益剰余金 3,490 8,377

  自己株式 △16 △21

  株主資本合計 7,086 11,967

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 30 19

  繰延ヘッジ損益 12 139

  為替換算調整勘定 △400 363

  退職給付に係る調整累計額 △88 △79

  その他の包括利益累計額合計 △445 442

 少数株主持分 239 －

 純資産合計 6,880 12,409

負債純資産合計 23,977 35,121
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 29,233 37,918

売上原価 23,198 25,596

売上総利益 6,035 12,321

販売費及び一般管理費 2,894 4,381

営業利益 3,140 7,940

営業外収益   

 受取利息 1 3

 受取配当金 4 4

 為替差益 329 202

 持分法による投資利益 12 60

 デリバティブ利益 － 20

 その他 9 53

 営業外収益合計 356 345

営業外費用   

 支払利息 124 70

 デリバティブ損失 78 －

 その他 65 41

 営業外費用合計 268 112

経常利益 3,229 8,173

特別利益   

 補助金収入 － 165

 固定資産売却益 2 1

 特別利益合計 2 166

特別損失   

 減損損失 － 51

 固定資産除売却損 14 7

 投資有価証券評価損 49 －

 特別退職金 13 －

 特別損失合計 78 58

税金等調整前四半期純利益 3,152 8,282

法人税、住民税及び事業税 860 3,255

法人税等調整額 △402 △357

法人税等合計 458 2,897

少数株主損益調整前四半期純利益 2,694 5,384

少数株主利益 119 88

四半期純利益 2,574 5,295
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,694 5,384

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 51 △10

 繰延ヘッジ損益 44 126

 為替換算調整勘定 135 619

 退職給付に係る調整額 － 8

 持分法適用会社に対する持分相当額 152 164

 その他の包括利益合計 384 908

四半期包括利益 3,078 6,293

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,959 6,184

 少数株主に係る四半期包括利益 118 108
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用

する方法へ変更しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が75百万円減少し、利益剰余金が75百万円増加

しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

は軽微であります。

 
 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 －百万円 226百万円
 

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

減価償却費 782百万円 962百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 282 7.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 202 5.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
四半期

連結損益計算書
計上額（注１）変成器事業 電源機器事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 6,608 22,624 29,233 － 29,233

 セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,960 － 1,960 △1,960 －

計 8,569 22,624 31,193 △1,960 29,233

セグメント利益 492 2,647 3,140 － 3,140
 

(注) １．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
（注１）

四半期
連結損益計算書
計上額（注２）変成器事業 電源機器事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 6,895 31,022 37,918 － 37,918

 セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,124 － 3,124 △3,124 －

計 10,020 31,022 41,043 △3,124 37,918

セグメント利益 868 7,219 8,087 △147 7,940
 

(注) １．セグメント利益の調整額△147百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発費であります。

　　 ２．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日)

 １株当たり四半期純利益金額 63円69銭 131円02銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 2,574 5,295

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 2,574 5,295

普通株式の期中平均株式数(千株) 40,427 40,419
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】
 
第77期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年10月31日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　 202百万円

②　１株当たりの金額      　                      5円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成26年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月10日

田淵電機株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   田   美   樹   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   奥　　村   孝   司   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている田淵電機株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、田淵電機株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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